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心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律

の施行の状況についての検討結果

平成２４年７月

法 務 省

厚生労働省

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律 平（

成１５年法律第１１０号。以下「医療観察法」という ）は，平成１５年７月１０日。

に成立し，同月１６日に公布され，平成１７年７月１５日から施行されている。医

療観察法については，平成２２年１１月，医療観察法附則第４条の規定に基づき，

施行日から平成２２年７月３１日までの間における施行の状況を国会に報告したと

ころであるが，その後，法務省及び厚生労働省において，同条の規定に基づき，医

療観察法の施行の状況について検討を行ったことから，その結果を取りまとめるこ

とにした。

第１ 検討の経過

法務省及び厚生労働省では，医療観察法の運用の実情を十分に踏まえた検討

を行う観点から，合同で，平成２３年４月から平成２４年３月までの間，８回

にわたり，医療観察法の実務に携わっておられる方々を中心として，合計１６

名のヒアリングを実施した 。（注１）

その上で，医療観察法附則第４条の規定に従い，法務省及び厚生労働省にお

いて，国会に報告した統計データ及びヒアリングの結果等に基づき ，各（注２）

方面からの御意見も参照しつつ，医療観察法の施行の状況について必要な検討

を行った。

（注１）ヒアリングの経過は以下のとおりである。

① 平成２３年４月２７日実施

○法務省当局者（２名，医療観察法における審判や精神保健観察の状況等について

報告）

② 同年６月１日実施

○厚生労働省当局者（医療観察法による医療の状況等について報告）

③ 同年７月７日実施

○精神保健審判員経験者

○鑑定経験者
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④ 同年８月３１日実施

○指定通院医療機関医師

○指定入院医療機関医師

⑤ 同年１０月１２日実施

○付添人経験者（３名）

○社会復帰調整官

⑥ 平成２４年１月３０日実施

○検察官

⑦ 同年２月２７日実施

○刑事法研究者（３名）

⑧ 同年３月１５日実施

○司法精神医学研究者

（注２）検討に当たっては，裁判官の執筆に係るものを含め，医療観察法に関する実務家

や研究者の論文等を幅広く参照した。

第２ 検討の結果

１ 審判

(1) 医療観察法の施行後平成２２年７月末までの約５年間に，当初審判におい

て，入院決定がされた人員は合計１，０７８人，通院決定がされた人員は合

計３２４人，不処遇決定がされた人員は合計３０３人となっている一方，申

立ての却下決定がされた人員は合計６０人（対象行為を行ったと認められな

い場合に該当するとされたものが６人，心神喪失者及び心神耗弱者のいずれ

でもないと認める場合に該当するとされたものが５４人）となっている。こ

れを総決定人員１，７６５人に占める割合で見ると，入院決定人員が約６１

パーセント，通院決定人員が約１８パーセント，不処遇決定人員が約１７パ

ーセント，却下決定人員が約３パーセントである。

次に，入院中の対象者に係る退院等の審判において，入院継続確認等決定

がされた人員は合計２，１０２人，退院許可決定がされた人員は合計４７５

人，処遇終了決定がされた人員は合計１１９人となっており，退院の許可等

の申立てが不適法であるとしてこれを却下する決定がされた人員は合計２４

人となっている。なお，入院継続確認等決定人員が，当初審判における入院

決定人員よりも多くなっているのは，入院の継続に当たっては６か月ごとに

裁判所による継続確認の決定が必要となることなどから，同一人について複

数回の決定がなされることがあるためである。

通院中の対象者に係る処遇終了等の審判については，通院期間延長等決定

がされた人員は合計１３人 処遇終了決定がされた人員は合計１３８人となっ，
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ている一方，再入院の決定がされた人員は１０人となっている。

なお，医療観察法による処遇終了後に再他害行為に及び，再度検察官によ

， ，る申立てがなされた人員は 平成２４年３月末までに把握している限りでは

２人である。

(2) ヒアリングにおいて指摘がなされた個別的な事項に関する取組状況や検討

結果は，次のとおりである。

（注３）ア 審判の申立てに関する事項

ヒアリングでは，審判の申立ての前提となる検察官による責任能力の判

断や，その判断の基礎となる捜査段階における精神鑑定について，評価や

診断の差異が大きいのではないかとの指摘がなされた。

捜査段階の鑑定については，最高検察庁において，裁判員裁判を念頭に

置き，精神鑑定書の書式のサンプルを作成し，このサンプルが実際の鑑定

に広く活用されているところ，このような取組は鑑定における判断の統一

性の確保にも資するものと考えられる。また，検察官において一層的確な

責任能力判断を行うことができるようにする観点から，法務省や最高検察

庁の主催する会同や研修等において，精神医学に精通した医師等を招くな

どして，精神医学に関する理解を深めたり，精神科医との共同の研究会を

開催するなどの取組を行っている。さらに，具体的事件においては，検察

官において，過去の実績等を踏まえて適切な鑑定人を選任し，鑑定人との

連携を密にしながら，必要かつ十分な鑑定資料の提供を行うなど，鑑定の

適正化に努めている。

検察官が医療観察法による審判の申立てをした事件のうち，裁判所が完

全責任能力を認定して申立てを却下した事件の割合は約３パーセントであ

り，これらの取組は一定の成果を上げてきているものと考えられ，引き続

き，推進していくことが重要である。

（ ） ， ， ，注３ なお 検察官による申立てについては 対象行為が傷害行為である場合には

傷害が重大であったり，被害者が死亡に至ったときに限って申立てを行うこと

とすべきであるとの提案や，対象行為から相当期間が経過した後に申立てがな

され，対象者の治療改善に支障を生じている例があるとの指摘もなされている。

このうち，傷害が軽い場合の取扱いについては，医療観察法３３条３項にお

いて，検察官は，傷害が軽い場合であって，当該行為の内容，当該対象者によ

る過去の他害行為の有無及び内容並びに当該対象者の現在の病状，性格及び生

活環境を考慮し，必要がないと認めるときは，申立てをしないことができると

規定され 「傷害が軽い場合」か否かは，加療期間のほか，傷害の種類，内容等，

をも考慮して社会通念により決せられるものと解されている。これまでの事案
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を見ると，検察官は，傷害の加療期間が比較的短い場合においても，傷害の種

類や内容等のほか，凶器使用の有無を含めた行為態様の悪質性，対象者の病状

や医療の状況など，同項所定の事情を考慮した上で，申立ての要否を適切に判

断するように努めており，総じて法の趣旨に沿った運用がなされているという

ことができる。

また，対象行為から相当期間が経過した後に申立てが行われ得るのは，いわ

ゆる在宅事件において，対象者が対象行為に及んだ後に措置入院等となり，退

院した後に検察官による不起訴処分と審判の申立てが行われるようなケースで

あると思われるが，この点は，検察当局において，警察等の関係機関と連携し

つつ，事件の早期処理に努めることにより，改善が図られてきているところで

ある。

イ 鑑定入院及び鑑定に関する事項

鑑定入院については，対象者等に医療観察法による医療の必要性が明ら

，かにないことを理由とする鑑定入院命令の取消請求権を認めるべきである

鑑定入院中の医療や処遇の在り方に関する検討を深めて必要な法整備を行

うべきであるなどの指摘がなされた。また，医療観察法による鑑定につい

ても，捜査段階の鑑定と同様，診断や医療の必要性等に関する判断に十分

な統一性がないとの問題意識が示された。

まず，鑑定入院に関する指摘のうち，鑑定入院命令の取消請求権の点に

ついては，医療観察制度の趣旨からすると，医療の必要性は，本来の審判

手続において，裁判官及び精神保健審判員の合議体によって審理・判断さ

れるべき事項であり，医療の必要性がないことが判明した場合には，基本

的に，医療観察法による医療を行わない旨の決定をするべきであると考え

られる上，平成２１年８月７日の最高裁判所決定においても，一定の場合

には，裁判所は職権で鑑定入院命令を取り消すことができ，対象者等はそ

の職権発動を促すことができるものとされていることなどから，これを認

める必要性は乏しいと考えられる。鑑定入院中の医療や処遇の点について

は，例えば，対象者の同意を得て行う医療について 「鑑定その他医療的，

観察」という鑑定入院の目的に反しない限り，鑑定医や鑑定入院医療機関

の医師の判断で行うことができると解されているなど，現行法上も対応が

可能であることに加え，医療観察制度全体における鑑定入院の位置付けに

も関わる事柄でもあることから，引き続き，実務の状況等を見ながら，検

討を行うのが相当であると考えられる。

次に，医療観察法による鑑定については，これまでも，厚生労働省の作

成するリストに基づいて鑑定入院医療機関が指定され，当該医療機関から
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鑑定人が選ばれるのが通常の運用となっている上，裁判所によっては，裁

判官，精神保健審判員及び鑑定人等がカンファレンス等で疑問点や問題意

識等について意見を交換するといった運用が行われているほか，精神保健

審判員に対し精神鑑定に関する研修 も行われるなどしているとこ（注４）

ろであるが，引き続き，判断の適正化に向け，関係機関等が創意工夫を重

ねていくことが求められる。

（注４）精神保健審判員は，地方裁判所において，厚生労働省が作成する精神保健判

定医の名簿から任命される制度であるが，厚生労働省において，精神鑑定の研修

が含まれている精神保健判定医等養成研修を終了した者のみ精神保健判定医の名

簿に掲載している。

ウ 裁判所による処遇の選択等に関する事項

医療観察法による処遇等の要件に関しては，平成１９年７月２５日の最

高裁判所決定 を踏まえて，これに批判的な立場から，医療観察法（注５）

による処遇等の対象を一般精神科医療では対象者の社会復帰を十分に促進

することができない場合に限定すべきであるなどの見解も示された。この

ような見解は，医療観察法による医療と一般精神科医療との分担の在り方

等の問題意識を背景に有するものであると考えられるが，医療観察法によ

る医療の提供体制等に関連して主張されている側面がある上，心神喪失等

の状態で重大な他害行為を行った者については，国の責任において手厚い

専門的な医療を統一的に行うとともに，継続的かつ適切な医療を制度的に

確保することにより，その円滑な社会復帰を促進することが特に必要であ

， ，るという 医療観察制度の基本的な趣旨にも関わる事柄でもあることから

引き続き，運用の実情を注視しつつ，必要に応じて，検討を行うことが相

当である。

（注５）平成１９年７月２５日最高裁判所第二小法廷決定は 「医療観察法の目的，そ，

の制定経緯等に照らせば，同法は，同法２条３項所定の対象者で医療の必要があ

るもののうち，対象行為を行った際の精神障害の改善に伴って同様の行為を行う

ことなく社会に復帰できるようにすることが必要な者を同法による医療の対象と

する趣旨であって，同法３３条１項の申立てがあった場合に，裁判所は，上記必

要が認められる者については，同法４２条１項１号の医療を受けさせるために入

院をさせる旨の決定，又は同項２号の入院によらない医療を受けさせる旨の決定

をしなければならず，上記必要を認めながら，精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律による措置入院等の医療で足りるとして医療観察法４２条１項３号の同

法による医療を行わない旨の決定をすることは許されない」と判示している。

２ 入院処遇
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(1) 医療観察法の施行後平成２２年７月末までの約５年間に入院処遇の決定を

受けた者の数は１，０８８人であり，同月末現在，入院による医療を受けて

注いる者の数は４８０人で その入院決定時における主病名は統合失調症圏， （

が８４．４パーセントと大部分を占める。６）

入院処遇の決定を受けた者のうち，同月末までに退院した者の数は６０８

人であり，その平均在院日数は５７４日である。

また，指定入院医療機関の管理者は，当該指定入院医療機関に入院してい

る者を，当該指定入院医療機関に勤務する医師又は看護師による付添いその

他の方法による医学的管理の下に，当該指定入院医療機関の敷地外に外出さ

せることができることとされており，同月末までに敷地外に外出した事例の

件数は延べ７，７４７件である。同様に，指定入院医療機関の管理者は，当

該指定入院医療機関に入院している者を，当該指定入院医療機関に勤務する

医師又は看護師による付添いその他の方法による医学的管理の下に，１週間

を超えない期間を限り，当該指定入院医療機関の敷地外に外泊させることが

できることとされており，同月末までに敷地外に外泊した事例の件数は延べ

１，４６６件である。

なお，保護観察所の長は，指定入院医療機関，関係自治体等と連携して，

円滑かつ効果的に退院後の生活環境の調整を実施している（後掲３参照 。同）

月末までに生活環境の調整が実施された人員は１，０８８人である。

入院による医療については，指定入院医療機関における多職種チームが対

象者ごとに治療計画を作成した上で提供し，地域の医療，保健，福祉関係者

。 ，及び社会復帰調整官との連携も図られている 当該医療の質を確保するため

病棟内で定期的に治療評価会議 及び運営会議 が開催され，治（注７） （注８）

療方針が確認・決定されているほか，外部委員を加えた倫理会議 及び（注９）

外部評価会議 が開催されている。（注10）

医療観察法における医療に関しては，厳格・詳細な手続が設けられている

が，それによって医療の客観性，透明性が確保され，治療内容について対象

者及びその家族に対して十分な説明が行われ，適切な治療法が選択されてい

る。

対象者の同意によらない医療については，倫理会議においてその要否等を

検討し，医療の客観性，透明性を確保しており，緊急性のある場合において

も事後に報告，評価が行われている。

（注６）精神障害の診断名は，世界保健機構(WHO）が定めた国際疾病分類(ICD-10)「精



- 7 -

神および行動の障害」に基づき分類し，その中の統合失調症及びそれに類する疾患

である「統合失調症，統合失調型障害および妄想性障害」を取りまとめて統合失調

症圏としている。

（注７）治療評価会議は，治療の効果を判定するために定期的に入院対象者の評価を行

うための会議で，原則として週１回開催する。

この会議は，病棟内の医師，看護師，臨床心理技術者，作業療法士，精神保健福

祉士の多職種チームにより構成することを基本とし，必要に応じ，社会復帰調整官

や対象者本人も参加する。

（注８）運営会議は，病棟の運営状況について報告聴取し，運営方針を決定したり，全

入院対象者に共通の治療指針や緊急性評価の基準を策定したり，入院対象者それぞ

れについて状態報告と今後の治療方針の確認を行うための会議で，特に，急性期か

ら回復期，回復期から社会復帰期への移行が検討される者について報告聴取し，治

療の進展度合いを確認する。

指定入院医療機関の管理者の主催で１か月に１回は開催し，重大事故など緊急事

態発生時は緊急時運営会議として臨時開催し，対応方針を決定する。

（ ） ， ，注９ 倫理会議は 入院対象者の同意によらない治療行為を開始する必要性に関して

事前の協議により適否を決定するとともに，同意によらない治療行為を継続してい

る入院対象者に関して報告聴取し評価を行ったり，緊急的に実施された同意によら

ない治療行為について報告聴取し，事後評価を行ったり，麻酔薬など強力な鎮静剤

の投与を行った場合について報告聴取し評価をするための会議で，指定入院医療機

関の管理者の主催で原則として月２回開催し，必要に応じ臨時開催する。精神医学

の専門家の外部委員１名以上を招へいする。

（注10）外部評価会議は，病棟の運営状況や治療内容に関する情報公開を受けてその評

価を行うことで，病棟運営の透明性を確保するための会議で，指定入院医療機関の

管理者主催で年２回程度開催する。

精神医学の専門家・法律に関し学識経験を有する者・自治体関係者の外部委員各

１名以上を招へいする。

(2) ヒアリングにおいて指摘された個別的な事項に関する取組状況等は，以下

のとおりである。

ア 医療の質の向上等に関する事項

ヒアリングでは，入院期間の長期化への対応や，指定入院医療機関の医

療の質の向上を図ることが課題であるとの意見があった。

これらの意見については従来から指摘されていたことから，指定入院医

療機関の医療従事者に対する研修に加え，平成２４年度からは，医療の質

の向上を図り，入院対象者の早期の社会復帰を実現するため，指定入院医

療機関が他の指定入院医療機関の医療従事者を招き，互いに技術交流を行

う事業を開始した。また，平成２４年度医療観察診療報酬改定 にお（注11）

いて，対象者の早期社会復帰に向けた所要の措置を講じたところである。

（注11）心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法

律第８３条第２項の規定による医療に要する費用の額の算定方法（平成１７年
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厚生労働省告示第３６５号）の一部を改正（平成２４年厚生労働省告示第２４

２号）した。

イ 指定入院医療機関の整備に関する事項

指定入院医療機関が設置されていない地域に居住する対象者は，他の地

域の指定入院医療機関に入院せざるを得ず，家族との面会や，見知らぬ地

域での生活に関することについて不安を感じる対象者も多いのではないか

との意見があった。

指定入院医療機関の整備については，計画的に進めており，国全体とし

て必要な数の指定入院医療機関を確保することになっている。現在，新た

に３県で指定入院医療機関の整備が計画され，その結果，合計２８都府県

で整備されることとなっているが，厚生局管内という範囲で捉えると整備

計画の見通しのない地域があることから，そのような地域においても指定

入院医療機関を整備することができるよう努めていく。

ウ その他の事項

そのほか，指定入院医療機関の在り方として，対象者の病状に応じて開

放の程度が異なる施設があってもよいのではないかとの意見や，対象者の

社会復帰のために対象者を外泊させるに当たって，現在は指定入院医療機

関から対象者の居住地までスタッフが付き添っているところ，対象者のみ

の外出・外泊を行い対象者の行動，日常生活能力，社会生活能力を評価・

訓練する必要もあるとの意見等もあったが，入院による医療が必要とされ

ている対象者であることを考慮した場合，開放処遇や対象者単独での外泊

訓練を実施することには極めて慎重な検討が必要と考えられる。

３ 地域社会における処遇

(1) 医療観察法の施行後平成２２年７月末までの約５年間に，地域社会におけ

る処遇が実施された人員は７９９人となっており，このうち，通院決定を受

けた人員は３２４人，退院許可決定を受けた人員は４７５人となっている。

同月末現在，地域社会における処遇を実施していた人員は５２０人，医療観

察法の施行後同月末までの間に地域社会における処遇を終了した人員は２７

９人となっている。このうち，法定期間の満了により終了した人員は１０４

人，法定期間の満了前に処遇終了決定がされたことにより終了した人員は１

３８人，保護観察所長の申立てにより再入院の決定がされた人員は１０人と

なっている。
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入院対象者については，その社会復帰の促進を図るため，保護観察所に配

置された社会復帰調整官が，対象者や家族等の相談に応じ，地域生活におい

て対象者が必要となる援助を受けることができるよう，あっせんするなどし

て，退院後の生活環境の調整を実施している。

地域社会における処遇は，保護観察所長が，通院対象者について，指定通

院医療機関，都道府県，市町村その他地域処遇に携わる関係機関とケア会議

を開催するなどして協議して定めた処遇の実施計画に基づき，指定通院医療

機関による通院医療，保護観察所の社会復帰調整官による精神保健観察，及

び都道府県，市町村，障害福祉サービス事業者等による援助を行うことによ

り実施されている。

通院医療については，指定通院医療機関内の多職種チームが，対象者ごと

に個別の治療計画を作成し，地域の医療，保健，福祉関係者及び社会復帰調

整官と連携を図りながら提供している。また，対象者の精神症状の一時的な

悪化に備え，精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第

１２３号。以下「精神保健福祉法」という ）の規定に基づく入院も含めた危。

機介入の計画を個別に立てている。

精神保健観察においては，社会復帰調整官が対象者と適当な接触を保ち，

通院医療の確保に向けた見守りや指導等を行うほか，保護観察所長は，入院

による医療が必要と認める場合には，指定通院医療機関の管理者と協議を行

うなどして，裁判所に対して再入院の申立てを行っている。

， ， （ ）援助は 精神保健福祉法 障害者自立支援法 平成１７年法律第１２３号

等に基づき，都道府県，市町村，障害福祉サービス事業者等が，対象者の希

望・意向を踏まえて，社会復帰に必要となるサービスを提供することなどに

より実施されている。

このように多くの機関，団体等が関与する地域処遇が，処遇の実施計画に

基づいて適正かつ円滑に実施されるよう，保護観察所長は，都道府県ごとに

運営要領を作成して運営連絡協議会を開催するなどして，平素から本制度の

処遇に関与する関係機関の緊密な連携の確保に努めている。

(2) ヒアリングにおいて指摘された個別的な事項に関する取組状況等は，以下

のとおりである。

ア 入院対象者の住居，受入れ先の確保に関する事項

入院対象者の家族等が対象行為の被害者であり，家族等の下に帰れない

などその協力が得られない事例が多い一方，グループホーム等の精神障害
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者が利用できる社会資源の不足や対象者の受入れをちゅうちょする傾向，

賃貸住宅で単身生活を行う場合には保証人の確保が困難であるという問題

等があり，入院対象者の受入れ先及び住居確保が容易でないとの指摘がな

された。

こうした対象者の生活環境の調整は容易でないことが多いが，厚生労働

省においては，グループホーム等において，対象者を受け入れて地域で生

活するために必要な相談援助や個別支援を行った場合の報酬上の加算措置

を設けるなど，対象者の受入れの促進を図っている。また，保護観察所に

おいては，上記の運営連絡協議会，地域連絡協議会，精神保健・障害福祉

分野の関係機関・団体等に対する研修，協議の機会を活用し，対象者を受

け入れ，その生活を支援する担い手の開拓・確保を図っている。

これらの取組に当たっては，障害者自立支援法等の一部改正に伴い，平

成２４年度から，地域における障害者への相談支援の充実が図られ，医療

観察法の対象者を含めた精神科病院の入院患者の退院の促進を図る地域相

談支援が本格的に実施されることを踏まえ，地方公共団体，相談支援事業

者，自立支援協議会等との実効ある連携を図り，入院対象者の円滑な地域

生活への移行と定着を推進する観点が重要である。今後とも，これらの取

組の状況を把握しつつ，更に効果的な住居，受入先等の確保策について検

討し，順次実施していくことが必要と考えられる。

イ 指定通院医療機関に関する事項

通院対象者については，必ずしも居住している地域に指定通院医療機関

がなく，指定通院医療機関が対象者の居住地から遠い場合には，通院のた

めの交通費の負担等から，通院等の継続意欲の低下を招くおそれもあるた

め，住み慣れた地域から容易にアクセスできる範囲に指定通院医療機関を

確保する必要があることや，大都市部における指定通院医療機関の不足に

ついて，指摘がなされた。

， ，指定通院医療機関の指定については 関係機関に協力を求めるとともに

地方厚生局，保護観察所，都道府県等の関係機関が連携し，指定通院医療

機関の確保に努めており，引き続き取り組んでいく必要があると考えられ

る。

他方で，指定入院医療機関と指定通院医療機関の人的配置の違いが大き

く，現状では，指定通院医療機関は体制，専門性ともに十分とはいえない

場合もあるとの意見があった。また，指定通院医療機関での対象者の受入
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れについて，当該対象者が入院していた医療機関からの情報提供が十分で

ないことがあるとの指摘や，通院処遇中の対象者について，精神保健福祉

法上の入院の判断が指定通院医療機関の医師に委ねられ，責任が重い，ケ

ア会議への出席等に膨大な時間を取られ，業務の負担が大きい割に手当が

少ないなどの指摘もなされた。

これらの通院医療についての意見については，従来から指摘されていた

ことから，平成２４年度医療観察法診療報酬改定で，次のような措置を講

。 ， ， ，じた すなわち 基本的には ①指定通院医療機関の体制強化を図るため

人員配置に係る中期及び後期通院対象者の通院対象者社会復帰体制強化加

算の評価の引上げ，②入院医療機関からの通院決定前の情報収集に係る通

院医学管理事前調整加算の評価の引上げ，③負担感の大きいケア会議参加

に係る通院医学管理情報提供料加算の評価の引上げ等の改正を実施し，併

せて，事務作業を軽減する見直しを実施し業務の軽減を図ったところであ

る。また，指定通院医療機関の専門性の向上を図る観点から，毎年，指定

通院医療機関の従事者の研修を実施しており，引き続き，医療水準の向上

に努めていく必要がある。

ウ 保護観察所における医療観察実施体制の整備に関する事項

医療観察事件の増加に伴い，社会復帰調整官１人当たりの事件数が極め

て多くなっている庁，いまだ社会復帰調整官が１人しか配置されていない

庁があるが，それらの保護観察所では，入院中の対象者の退院に向けた生

活環境の調整，病状悪化等緊急時への対応や関係機関との緊密な連携の確

保等の業務を十分に行い得ないのではないかとの指摘がなされた。

社会復帰調整官の全国の配置定員数は，医療観察法施行時の５６人から

， ， ，順次増員措置がとられ 平成２３年度には１３７人に至っているが 今後

事件数の増加が見込まれることや対象者の社会復帰を促進する取組を一層

充実させる必要があることから，引き続き，医療観察業務の業務量の動向

等を踏まえ，必要な社会復帰調整官の確保に努めるなど，医療観察実施体

制の整備を図っていく必要があると考えられる。

第３ まとめ

医療観察法の審判については，これまでの決定例における判断の傾向を見る

限り，病状の改善及びこれに伴う再他害行為の防止を図り，対象者の社会復帰

を促進するという観点から，対象者にとって適切な処遇の選択が探求されてい
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るということができる。医療観察法の立法当時には，医療の必要性を離れて，

広く治安維持目的による対象者の身体拘束が行われるのではないかとの懸念も

一部から示されていたところであるが，実務においては，対象者の社会復帰の

促進という法の趣旨に即した適切な運用に努めており，そのような懸念は次第

に払拭されてきているものと考えられる。

入院による医療については，指定入院医療機関において，多職種チームが，

対象者ごとに治療計画を作成した上，各対象者に応じた適切な医療を提供して

いる。指定入院医療機関においては，病棟内で定期的に治療評価会議及び運営

会議を開催して，治療方針の確認・決定を行い，適切な治療法を選択すること

などにより，医療の質を確保するとともに，外部委員を加えた倫理会議及び外

， ， 。部評価会議の開催によって 医療の客観性 透明性を確保するよう努めている

また，対象者の社会復帰を促進するため，入院段階から，地域の医療，保健，

福祉関係者及び社会復帰調整官との連携が図られている。

地域社会における処遇については，指定通院医療機関による医療，社会復帰

調整官による精神保健観察及び都道府県等の関係機関による援助が，処遇の実

施計画に基づいて的確かつ円滑に実施されてきている。その結果，対象者の大

部分は，病状が改善され，期間満了又は処遇終了決定により，社会復帰に向け

て，生活地域における精神保健と障害者福祉による支援体制が整った状態で，

医療観察法による処遇を終了することができているといえる。

以上からすると，これまでのところ，医療観察法の施行状況はおおむね良好

であり，総じて，医療観察制度は，心神喪失等の状態で重大な他害行為を行っ

た者に対し，継続的かつ適切な医療並びにその確保のために必要な観察及び指

導を行うことによって，その病状の改善及びこれに伴う同様の行為の再発の防

止を図り，その社会復帰を促進するという目的に照らし，有効に機能している

ものと考えられる。そのため，現時点において，早急に医療観察法を改正すべ

きものとまでは認められない。もっとも，医療観察制度の現状に関してはいく

つかの課題も指摘されていることから，法務省及び厚生労働省においては，医

療観察法のより適切な運用を図るため，今般の検討結果をも踏まえて，引き続

き，必要な取組を進めていく。


